
新潟市国家戦略特別区域農業保証（通称：新潟市アグリ特区保証）制度資金 
取扱要綱 

 
（趣旨） 
第１条 この要綱は，商工業とともに市内において農業を営む中小企業者等の事業活動に必要な資金の

調達を円滑にし，もって市内農商工業の発展及び市民生活の向上に寄与することを目的とする融資に

ついて，必要な事項を定めるものとする。 
 
（用語の定義） 
第２条 この要綱において「中小企業者」とは，中小企業信用保険法（昭和２５年法律第２６４号）第２

条第１項に規定する者をいう。 
 
（融資対象者の資格） 
第３条 この要綱で定める資金の制度（以下「アグリ特区資金」という。）を利用することができる者は，

次の各号のいずれにも該当しない者とする。 
(1) 返済能力がないと認められる者 
(2) 金融機関から取引停止処分を受けている者 
(3) 信用保証協会が行った代位弁済に対する債務の履行を終わらない者及びその連帯保証人 
(4) 既に納期を経過した市町村税を完納していない者 
(5) 中小企業信用保険法施行令（昭和２５年政令第３５０号）で定める保険対象業種を営む者でない

者（ただし，農業を営む者を除く） 
(6) 許認可を要する業種でその許認可を受けていない者 
(7) 市制度融資を不正に利用した者 
(8) 暴力団（新潟市暴力団排除条例（平成２４年新潟市条例第６１号）第２条第２号に規定する暴力

団をいう。以下同じ。），暴力団員（同条第３号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団若

しくは暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有するもの 
 
（融資の方法） 
第４条 市長は，アグリ特区資金の運用資金として，新潟県信用保証協会（以下「協会」という。）が約

定する取扱金融機関（以下「取扱金融機関」という。）に対し，予算の範囲内の額を預託する。 
２ 取扱金融機関は，前項の規定により預託を受けた額に２．６倍を乗じた額以上の額を融資するもの

とする。 
３ 取扱金融機関は，アグリ特区資金による融資については，利用者に歩積み及び両建ての預金を要求

してはならない。 
 
（融資条件） 
第 ５ 条 融資条件は，次に掲げるとおりとする。 

(1) 対象者 
ア 商工業とともに市内において農業を営む中小企業者 



イ 商工業とともに市内において農業を営む農事組合法人又は個人 
(2) 資金使途 

商工業とともに営む農業の実施に必要な運転資金及び設備資金（商工業の実施に必要な運転資金

及び設備資金と混在する資金を含む。） 
(3) 貸付限度額 

一事業者について，３億５，０００万円以内 
(4) 償還期間 

ア  運転資金 
１２０か月以内（うち据置２年以内） 

イ  設備資金 
    １８０か月以内（うち据置２年以内） 
 (5) 貸付利率 

ア 償還期間が６０か月以内のもの 
年 １．８５パーセント 

イ 償還期間が６０か月を超えるもの 
年 ２．０５パーセント 

(6) 返済方法 
一括返済（期間２年以内）又は分割返済 

(7) 信用保証 
協会の信用保証付きとする。 
ただし，保証の割合は融資金額のうち８０パーセントとする。 

(8) 信用保証料率 
  借入金額に対し０．８パーセントとする。 
(9) 担保 
  取扱金融機関及び協会の定めるところによる。 

 (10) 保証人 
   原則として法人代表者を除いては，保証人を徴求しないものとする。 
 
（融資の申請） 
第６条 融資を受けようとする者は，融資申請書（別記様式第１号）に必要書類を添えて，市長に提出し

なければならない。 
２ 前項の必要書類は，次の各号に掲げるものとする。 

(1) 市町村税の納税証明書 
(2) 住民票の写し（法人の場合は，登記事項証明書の原本） 
(3) 新潟市国家戦略特別区域農業保証制度 事業計画書 
(4) 見積書等の写し（設備資金の場合） 
(5) 第３条第１項第８号に該当しないことを誓約する書面 
(6) 申込人資格要件を満たすことを確認できる書面 
(7) その他市長が必要と認める書類 



（融資対象者の認定） 
第７条 市長は，前条の規定による申請書を受理した場合は，その内容を審査し，認定の可否を融資対象

者認定結果通知書（別記様式第２号）により申請者に通知するとともに，認定をした場合は，融資対

象者協議書（別記様式第３号）により取扱金融機関と協議するものとする。 
２ 市長は，融資対象者の認定をする場合において，必要があると認めるときは，これに条件を付する

ことができる。 
 
（融資の決定及び実行） 
第８条 前条第１項の規定により協議を受けた取扱金融機関は，融資の可否を決定し，その内容につい

て審査結果報告書（別記様式第４号）により市長に報告するとともに，申請者に通知し，融資実行時

期について協議のうえ，速やかに融資を実行するものとする。 
 
（報告） 
第９条 取扱金融機関は，毎月末現在の貸付状況を翌月１０日までに市長へ報告しなければならない。 

この場合において，新たに融資の実行がなされたときは，その最初の貸付状況の報告に，当該融資

審査結果報告書（別記様式第４号）を１部添付しなければならない。 
 
（融資条件の変更） 
第 10 条 既に融資実行済の者であっても，第５条に定める条件の範囲内で融資条件を変更することが

できる。 
２ 前項の規定にかかわらず、災害その他のやむを得ない理由により資金を償還することが困難である

と市長が認めたときは、第５条に定める融資条件を変更することができる。 
３ 融資条件の変更を受けようとする者は，条件変更の承認申請書（別記様式第５号）に取扱金融機関

の意見書等を添えて，市長に提出しなければならない。 
４ 市長は前項に規定する申請書を受理したときは，その内容を審査し，変更の可否について，融資条

件の変更承認通知書（別記様式第６号，７号）により，申請者及び取扱金融機関に通知するものとす

る。 
 
（再度貸付） 
第 11 条 既に貸付を受けている者が，同一の資金の貸付を受けようとする場合は，貸付限度額の範囲

内でその差額について再度貸付をすることができる。なお，アグリ特区資金に係る既往借入金を信用

保証付融資により借り換える場合は，同資金によってのみ行うことができる。 
 
（損失補償） 
第 12 条 アグリ特区資金により融資を受けた者が返済不能となったことにより，協会が代位弁済を行っ

たときは，当該代位弁済額の一部を市が損失補償するものとする。 
 
 
 



（調査等） 
第 13 条 市長は，アグリ特区資金の貸付を受けた者に対し貸付金の内容，使用状況，その他必要な事

項について調査し，又は報告させることができる。 
 
（融資の取消し） 
第 14 条 市長は，融資を受けた者が次の各号のいずれかに該当すると認める場合，資金の融資決定の

全部又は一部を取り消すことができる。 
(1) 偽りその他不正の手段により資金の融資を受けた場合 
(2) 資金の融資の内容又はこれに付した条件に違反した場合 
(3) 第３条第１項第８号に該当すると認められた場合 
(4) 前３号に掲げる場合のほか，市長が不適当と認めた場合 

２ 市長は，前項の規定により資金の融資を取り消した場合は，その旨を当該者に通知するとともに，取

扱金融機関に対して，その取消しに係る金額に相当する預託額についての返還を命ずることができる。 
 
（財産の処分の制限） 
第 15 条 融資を受けた者は，その返済が完了するまでは，融資を受けたことにより取得し，又は効用

の増加した土地, 建物その他の財産を市長の承認を受けないで融資の目的に反して使用し, 譲渡し, 
交換し, 貸付けし, 又は廃止してはならない。 

２ 財産処分の承認を受けようとする者は，融資対象物等の財産処分承認申請書（別記様式第８号）に

必要書類を添えて市長に提出しなければならない。 
３ 市長は前項に規定する申請書を受理したときは，その内容を審査し，処分の可否について，融資対

象物等の財産処分承認書（別記様式第９号，１０号）により，申請者及び取扱金融機関に通知するも

のとする。 
 
（雑則） 
第 16 条 この要綱に定めるもののほか，アグリ特区資金の取り扱いに関して必要な事項は，別に定め

る。 
 

附 則 
この要綱は，平成２７年１月２１日から施行する。 

附 則 
１ この要綱は，平成２７年１１月１日から施行する。 
２ この要綱による改正後の新潟市国家戦略特別区域農業保証制度資金取扱要綱第５条の規定は，平成

２７年１１月１日以後に貸し付けた資金について適用し，平成２７年１０月３１日以前に貸し付けた

資金については，なお従前の例による。 
附 則 

 この要綱は，平成３１年４月２３日から施行する。 
 



   附 則 
 この要綱は，令和３年４月１日から施行する。 

附 則 
１ この要綱は，令和７年８月１日から施行する。 
２ この要綱による改正後の新潟市国家戦略特別区域農業保証制度資金取扱要綱第５条の規定は，令和

７年８月１日以後に貸し付けた資金について適用し，令和７年７月３１日以前に貸し付けた資金につ

いては，なお従前の例による。 
附 則 

１ この要綱は，令和８年７月１日から施行する。 

２ この要綱による改正後の新潟市国家戦略特別区域農業保証制度資金取扱要綱第５条の規定は，令和

８年７月１日以後に貸し付けた資金について適用し，令和８年６月３０日以前に貸し付けた資金につ

いては，なお従前の例による。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



別記様式第１号（第６条関係） 
                                     年  月  日 
 
（宛先）新潟市長    
 

住所（所在地） 
         商号（法人名） 

            氏名（代表者名）            
            電話番号 
 

融 資 申 請 書 
 
 新潟市国家戦略特別区域農業保証制度資金取扱要綱に基づき，関係書類を添えて融資の申請をいた

します。 
 

記 

 

 
（添付書類） 
１ 市町村税の納税証明書  １部 
２ 住民票の写し（法人の場合は登記事項証明書（目的欄に商工業及び農業を営む旨の記載があるも

の）の原本）  １部 
３ 新潟市国家戦略特別区域農業保証制度 事業計画書  １部 
４ 見積書等の写し（設備資金を含む場合）  １部 
５ 暴力団等の排除に関する誓約書兼同意書（第３条第１項第８号関係）（別記様式第１１号） １部 
６ 申込人資格要件を満たすことを確認できる書面  各１部 

（１）商工業を営むことを確認できる書面 
（例）確定申告書， 開業届，事業用不動産の賃貸借契約書，発注書の写し等   

（２）市内で農業を営むことを確認できる書面 
（例）市内農地の登記事項証明書，賃貸借契約書の写し等 

７ その他市長が必要と認める書類 

融資申請額 円 業種  

借入期間 か月 営業年数 年 

資金使途 資本金 千円 

従業員数 人 

申込 
金融機関 
・本支店名 

 
 

本・支店 

当該融資

利用状況 
１ 有    ２ 無 



別記様式第２号（第７条関係）（その１） 
（申請者宛て） 
 
                                 新  第    号の２ 
                                     年  月   日 
 
                様 
 
                              新潟市長 
                              （担当         ） 
 

融資対象者認定結果通知書 
 
     年  月  日付けで申請のありました新潟市国家戦略特別区域農業保証制度資金につき

ましては，融資要綱に基づく審査の結果，下記の条件で融資対象者と認定しましたので，通知しま

す。 
 

記 
 
１ 融資対象者 
            住所（所在地） 
 
   商号（法人名） 
 
   氏名（代表者名） 
 
 
２ 融資限度額 
                           千円 
 
３ 取扱金融機関 
 
 
４ 融資要件   取扱金融機関の審査により，融資が適当と認められること。 
 
 
 
 
  



別記様式第２号（第７条関係）（その２） 
（申請者宛て） 
                                 新  第    号の２ 
                                     年  月   日 
 
                様 
 
                              新潟市長 
                              （担当         ） 
 

融資対象者不認定結果通知書 
 

     年  月  日付けで申請のありました新潟市国家戦略特別区域農業保証制度資金につき

ましては，融資要綱に基づく審査の結果，下記の理由で融資対象者と認定できませんでしたので，通

知します。 
 

記 
 

理由 
 
 
 



別記様式第３号（第７条関係） 
（金融機関宛て） 
                                   新  第    号の３

                                       年  月  日 
 
                様 
 
                                新潟市長 
                                （担当        ） 
 

融 資 対 象 者 協 議 書 
 
     年  月  日付けで新潟市国家戦略特別区域農業保証制度資金の融資対象者認定申請が

ありましたが，対象者と認定しましたので，融資の可否について協議いたします。 
 

記 
 
１ 融資対象者 
            住所（所在地） 
 
   商号（法人名） 
 
   氏名（代表者名） 
 
 
２ 融資限度額 
                           千円 
 
３ 取扱金融機関 
 
 
４ 融資要件   取扱金融機関の審査により，融資が適当と認められること。 
 
 
 



別記様式第４号（第８条，９条関係） 
                                                                 年    月    日 
 
（宛先）新潟市長 
 
                                            取扱金融機関名 
                                                                                  
                                                   （担当者名                  ） 
 
            審    査    結    果    報    告    書 
 
        年    月    日付け新  第       号の３で融資の協議がありました，新潟市国家戦略

特別区域農業保証制度資金について，下記のとおり報告いたします。 
 

記 
 

制度名 
新潟市国家戦略特別区域農業保証 
制度資金 

申請者  

資金使途 運転資金    設備資金 

返 

済 

方 

法 

１ 割賦   ２ 一括 

貸付状況 全額  減額  否決  取下   年  月  日 から 

貸付金額     円 毎月    

貸付利率 年    ％         円 ×  回 

貸付期間 

  年  月   日  から         計     円（a） 

  年  月   日  まで その他 

      か月  初回     円 

（但し，据置  か月を含む）                （b） 

信用保証 

 
 
保証料           円 
 

 期日     円 

返済金額合計 ＝貸付金額 

 （a）+（b）         円 

貸付否決 
又は 
減額理由 

 
 
 



別記様式第５号（第１０条関係） 
         年  月  日 

 
（宛先）新潟市長 
 

                     住所（所在地）              
                     商号（法人名）              
                     氏名（代表者名）             
                     電話番号  （    ）         

 
融資条件の変更承認申請書 

 
     年  月  日付け新  第    号の２により，新潟市国家戦略特別区域農業保証制度

資金の融資対象者として認定を受けましたが，下記のとおり融資条件の変更について承認を受けたいの

で，金融機関の意見書を添えて申請いたします。 
 

※ 添付書類  取扱金融機関の意見書 

 

 融 
 
 資 
 
 内 
 
 容 

取扱金融機関 
 

支店  

融資額           円 融資残高         円 

融資期間 
  年  月  日 ～     年  月  日（   か月） 

（２回目以降の条件変更の場合，直近の融資についてお書きください。） 

据置期間 
     年  月  日 ～     年  月  日（   か月） 
（２回目以降の条件変更の場合，直近の融資についてお書きください。） 

 

 変 
 
 更 
 
 内 
 
 容 
 

変更する項目 

 元金返済猶予   融資期間延長   据置期間延長 
 その他条件変更（                       ） 

変更後の期間      年  月  日 ～     年  月  日（   か月） 

変更理由  

変更後 
返済方法 

 

 

 

 

 

 

備考 
 



    年  月  日 
 
（宛先）新潟市長 
 
                     取扱金融機関 
                     （本支店長）             
 
 

取扱金融機関の意見書 

 
  １ 申請者の住所（所在地），商号（法人名），氏名（代表者名） 
 
 
 

２ 融資名・貸付残高 
  （１）融資名 

 新潟市国家戦略特別区域農業保証制度資金 
 

  （２）貸付残高 
 
 

３ 取扱金融機関から見た申請企業の事業の現状 
 
 
 
 
  ４ 取扱金融機関から見た申請企業の今後の見通し 
 
 
 
 
  ５ 資金計画 
 
 
 
 
 
  以上のことから，承認申請による変更が適当なものであると判断します。 
 



別記様式第６号（第１０条関係） 
（申請者宛て）    

     新  第   号の２ 
    年  月  日 

 
 様 

 
                          新潟市長    

                       （担当：       ）   
 

融資条件の変更承認通知書 
 

     年  月  日付けで申請のありました条件変更について，下記のとおり承認いたしました。 
 

記 

 

※２回目以降の条件変更の場合，直近の融資について記載します。 
 

制度名 新潟市国家戦略特別区域農業保証制度資金 

融資対象者 
住所（所在地）  
商号（法人名）  
氏名（代表者名） 

当

初

※ 

融資額                円 

融資期間   年  月  日 ～     年  月  日 

据置期間   年  月  日 ～     年  月  日 

変

更

内

容 

返済猶予期間   年  月  日 ～     年  月  日 

延長後融資期間   年  月  日 ～     年  月  日 

延長後据置期間   年  月  日 ～     年  月  日 

変更後返済方法  

その他  



別記様式第７号（第１０条関係） 
（金融機関宛て）    

     新  第   号の３ 
    年  月  日 

 
 様 

 
                          新潟市長    

                       （担当：       ）   
 

融資条件の変更承認通知書 
 

   年 月 日付けで下記融資対象者から申請のありました条件変更について，下記のとおり承認い

たしました。 
 

記 

 

※２回目以降の条件変更の場合，直近の融資について記載します。 

制度名 新潟市国家戦略特別区域農業保証制度資金 

融資対象者 
住所（所在地）  
商号（法人名）  
氏名（代表者名） 

当

初

※ 

融資額                円 

融資期間   年  月  日 ～     年  月  日 

据置期間   年  月  日 ～     年  月  日 

変

更

内

容 

返済猶予期間   年  月  日 ～     年  月  日 

延長後融資期間   年  月  日 ～     年  月  日 

延長後据置期間   年  月  日 ～     年  月  日 

変更後返済方法  

その他  



別記様式第８号（第１５条関係） 
                                      年  月  日 

 
 （宛先）新潟市長 

 
                      住所（所在地） 
                      商号（法人名） 
                      氏名（代表者名）             
                      電話番号 

 
融資対象物等の財産処分承認申請書 

 
     年  月  日付け新  第    号の２により，新潟市国家戦略特別区域農業保証制

度資金の融資対象者として認定を受けましたが，下記のとおり融資対象物等の財産処分について承認

を受けたいので，関係書類を添えて申請します。 

 
記 

 
 

取扱金融機関 
 

 

                     支店 

 

対象物 
 

 

 
 

 

財産処分内容 

 

 

 

 

 

理由 
 

 

 
 
 

※ 事業の現状，見通し，資金計画及び融資対象者認定結果通知書（様式第２号）等を添付のこと。 



別記様式第９号（第１５条関係） 
（申請者宛て） 
                                  新  第       号の２

                                      年  月  日 

 
                様 

   
                               新潟市長           
                              （担当           ） 

 
融資対象物等の財産処分承認書 

 
     年  月  日付けで申請のあった融資対象物等の財産処分について，下記のとおり承認

しますので，通知します。 

 
記 

 
 

融 資 

 
対象者 

 
 

住所（所在地） 
 
商号（法人名） 
 
氏名（代表者名） 

 

対象物 
 

 

 
 

 

財産処分内容 
 

 

 

 

 

承認条件等 
 

 

 
 

 
  



別記様式第１０号（第１５条関係） 
（金融機関宛て） 
                                  新  第       号の３

                                      年  月  日 

 
                様 

   
                               新潟市長           
                              （担当           ） 

 
融資対象物等の財産処分承認書 

 
     年  月  日付け新  第    号の２により融資の協議をした新潟市国家戦略特別

区域農業保証制度資金の融資対象者について，    年  月  日付けで融資対象物等の財産処

分についての申請があり，下記のとおり承認しますので，通知します。 

 
記 

 

融 資 

 
対象者 

 
 

住所（所在地） 
 
商号（法人名） 
 
氏名（代表者名） 

 

対象物 
 

 

 
 

 

財産処分内容 
 

 

 

 

 

承認条件等 
 

 

 
 

 
 



 

＊ 市では、新潟市暴力団排除条例に基づき、行政事務全般から暴力団を排除するため、申請者に暴力団等ではない旨

の誓約をお願いしています。 
 

 
別記様式第１１号 

暴力団等の排除に関する誓約書兼同意書 
 

私（当法人・当団体）は、新潟市国家戦略特別区域農業保証制度資金取扱要綱の規定に基づく申請を

行うに当たり、下記の事項について誓約します。 
 

記 
 
１ 私（当法人・当団体）は次のいずれにも該当しません。 
(1)   暴力団（新潟市暴力団排除条例（平成 24 年新潟市条例第 61 号）第２条第２号に規定する暴力団

をいう。以下同じ。） 

(2)  暴力団員（新潟市暴力団排除条例第２条第３号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

(3)  役員等（法人である場合は役員又は支店若しくは営業所の代表者その他これらと同等の責任を

有する者をいい、法人以外の団体である場合は代表者、理事その他これらと同等の責任を有する者

をいう。）が暴力団員であるもの 

(4)  暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与しているもの 

(5)  自己、その属する法人その他の団体若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害

を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用しているもの 

(6)  暴力団又は暴力団員に対して資金を提供し、又は便宜を供与するなど直接的又は積極的に暴力

団の維持運営に協力し、又は関与しているもの 

(7)  その他暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有するもの 

 
 

２ 新潟市暴力団排除条例の主旨に基づき裏面名簿を提出します。名簿に記載されたすべての者は、暴

力団員等であるか否かの確認のため、新潟県警察本部に対してこの名簿による照会が行われる場合が

あることに同意しております。なお、名簿記載内容は事実と相違ありません。 
 
 
 

   年   月   日 
 
 
 
新潟市長  様 
 
 
 
 

〔法人、団体にあっては所在地〕 
住 所 

 
                                                         

〔法人、団体にあっては名称及び代表者の氏名〕 
 
 

（ふりがな） 
氏  名                                    

 
生年月日 （ 明治 ・ 大正 ・ 昭和 ・ 平成 ）   年    月   日 

 
 



 

＊ 市では、新潟市暴力団排除条例に基づき、行政事務全般から暴力団を排除するため、申請者に暴力団等ではない旨

の誓約をお願いしています。 
 

 
 
 

（別記様式第１１号 暴力団等の排除に関する誓約書添付資料） 
名簿（役員等一覧表） 

 
【記載方法】 
① 記載例に従って、役職、氏名、カナ、生年月日、性別、住所を記載してください。 

② 法人の場合には登記事項証明書に記載されている役員全員及び支店若しくは事務所の代表者を記載

して 

ください。団体及び個人事業者の場合には代表者を記載してください。 
③ 生年月日の記載について、Ｔ～大正、Ｓ～昭和、Ｈ～平成として、元号に丸をつけてください。 

④ 性別の記載について、どちらかに○をつけてください。 

⑤ 同一内容であれば任意の様式での提出も可とします。 

 
法人・団体・個人名：                                 
 

役 職 氏 名 カ ナ 生年月日 性

別 住 所 

【記載例】 
代表取締役社

長 
 

 
新潟 太郎 
 

 
ニイガタ タロ

ウ 
 

Ｔ 
Ｓ  11 年  11 月 

11 日 
Ｈ 

男 
・ 
女 

新潟市中央区○○1 丁目 1 番

1 号 

 
 
 

  

Ｔ 
Ｓ    年    月 

日 
Ｈ 

男 
・ 
女 

 

 
 
 

  

Ｔ 
Ｓ    年    月 

日 
Ｈ 

男 
・ 
女 

 

 
 
 

  

Ｔ 
Ｓ    年    月 

日 
Ｈ 

男 
・ 
女 

 

 
 
 

  

Ｔ 
Ｓ    年    月 

日 
Ｈ 

男 
・ 
女 

 

 
 
 

  

Ｔ 
Ｓ    年    月 

日 
Ｈ 

男 
・ 
女 

 

 
 
 

  

Ｔ 
Ｓ    年    月 

日 
Ｈ 

男 
・ 
女 

 

 
 
 

  

Ｔ 
Ｓ    年    月 

日 
Ｈ 

男 
・ 
女 

 

＊ 上記に記載された個人情報については，暴力団員等の該当性の確認にのみ使用し，その他の目的には一切使用しませ

ん。また，その取扱いについては，新潟市個人情報の保護に関する法律施行条例を遵守し，適正に管理いたします。 

 


